
事案書（■経営会議  □調整会議） 

開催日：平成２７年 ３月１７日（火） 

 担当課：こども部 保育家庭課 

件  名：民間保育所運営費補助金制度の見直しについて 

提出理由：子ども・子育て支援新制度の開始により、民間保育所への法定給付が保育所運営費負担

金から施設型給付費に変更されることを受け、民間保育所運営費補助金制度を見直し、

継続していくにあたり、その内容について了承を得るため 

内  容： 

１.背景等 

・本市では、児童福祉法に基づき国及び県と併せ

て負担する保育所運営費負担金（以下「負担金」

という。）に加え、民間保育所の健全な運営と

入所児童への福祉増進を図るため、要綱を定め

て民間保育所運営費補助金（以下「補助金」と

いう。）制度を創設し、運営を支援してきた。 

・補助金については、その一部を神奈川県が負担

しているが、これまで、段階的に減額されてき

ており、その都度、保育の質の確保や保育ニー

ズの多様化などに対応するため、減額分を市が

補填し、給付水準を維持してきている。 

・こうした中、国は平成 27 年度に子ども・子育

て支援新制度（以下「新制度」という。）を施

行させ、負担金を施設型給付費に変更するとし

ており、また、県も国の新制度に合わせて補助

金制度の見直しを検討している。 

・これにより、民間保育所への給付総額が大きく

変わることから、県の動向や本市における待機

児童の状況などを勘案し、補助金の再構築を図

る必要がある。 

 

２.基本的な考え方 

・負担金に上乗せして補助金を支給している現行

の取り扱いは、待機児童の増加に伴う保育士の

確保など、都心部における保育所運営が難しい

とされている中、今後も良質な保育を提供して

いくうえで必要な対応と考えられる。 

・新制度から交付される施設型給付費は、これま

での負担金に比べて増額されるものの、現行の

保育サービスを継続するうえで十分な額とは

言えない。 

・このため、新制度においても、民間保育所にお

ける良質な保育を提供していけるよう、補助金

制度を維持し、施設型給付費を補完する。 

 

・補助金制度の維持にあたっては、現行の給付総

額と同等となるよう再構築するとともに、待機

児童解消に向けた取り組みや、多様な保育サー

ビスの実施を積極的に行う施設への支援を充

実させる内容へと見直しを行う。 

・なお、今後施設型給付費と県制度の見直しが行

われた際には、その額を踏まえ、給付総額が現

行と同等の水準となるよう、適宜対応していく。 

 

３.補助制度の主な内容 

・これまで、補助金制度で支援してきた「施設運営

助成費」等は施設型給付費に組み込まれることと

なったため、廃止することとし、次に掲げる事業

を中心に支援を行う制度とする。 

①低年齢児受入対策緊急支援事業費（待機対策） 

②障がい児保育事業費 

③低年齢児保育支援事業費 

 

４.経費の比較 

H26.4までに設置されていた 19施設分 （千円） 

年度 種別 歳出総額 一般財源 

H26 
補助金・運営費・ 
延長保育 

2,328,984 977,421 

H27 
補助金・施設型給付・ 
延長保育（加算分） 

2,334,673 1,035,992 

 
(参考)H26.5以降に設置済・予定を含む 32施設分 

年度 種別 歳出総額 一般財源 

H27 
補助金・施設型給付・ 
延長保育（加算分） 

3,557,038 1,574,457 

 

５.他市の状況（県内周辺 11市）  
・補助金制度を見直し、現行の給付総額の水準を
維持する（本市と同様）… 11市 

経  過 

H26. 5    新制度の公定価格仮単価案の提示 

H26.10    県による新補助金制度案の提示 

H27. 2.5   国による公定価格本単価案提示 

 

今後の予定 

H27. 3 補助金交付要綱の改正 

H27. 4 改正要綱施行 

 


